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トップメッセージ

共感力を高め、社会とともに

持続的成長を目指します。

　ステークホルダーの皆様には、平素より格別のお引き

立てを賜わり厚く御礼申し上げます。

　2020 年初めに発生した新型コロナウイルス感染症は、

5 類に移行し日常を取り戻しつつありますが、一方でウ

クライナ情勢やイスラエル・パレスチナ情勢が緊迫の度

合いを増すなど、世界経済の見通しには依然として不透

明感が残っています。そして、エネルギーや原材料価格

の高騰、地球温暖化・気候変動の影響、人口減少や人手

不足による地域社会の維持など、私たちを取り巻く外部

環境は揺れ動き、予断を許さない状況が続いています。

　そのような中、立山科学グループが持続的に存続して

いくためには、私たち自身も過去や慣習にとらわれず変

化していかなければならないという危機感を抱いていま

す。

カーボンニュートラルの実現に向けて

　とりわけ CO2 排出量を削減することが急務となってい

る気候変動問題については、重要課題の一つに位置づけ、

脱炭素化の取り組みを加速させています。中期目標とし

て、2030 年までに温室効果ガスの排出量（Scope1・2）

を 2021 年度比 42％削減することを掲げました。当グ

ループが排出する CO2 排出量の大部分が電気の使用によ

るもので、まずは国内拠点における使用電力の再生可能

エネルギー化を積極的に進めています。2023 年 11 月の

時点で再エネ比率は約 80％に達しており、引き続き取り

組みを進めていくと同時に、サプライチェーン全体で取

り組みを深化させていく必要があると認識しています。

企業文化をアップデート
　　　　　　　　　　　－企業文化改革－
　社会の持続可能性に配慮した企業活動を実践するため、

社内外の環境変化にも柔軟に適応できる強い組織へと変

革するべく 2021 年からのデジタル戦略に連動して

2022 年より企業文化のアップデートに取り組んでいま

す。1 つめは、社員が個の力を発揮し、イノベーション

を生み出す組織づくりのためダイバーシティ & インク

ルージョンを重要課題に位置づけ、なかでも女性活躍を

積極的に推進しています。すべての人の個性や能力、経

験を最大限に活かし、働きやすい職場にするためには、

何が望まれ何が必要となるのかを女性の視点から議論を

交わし取り組みを進めています。2 つめは、2022 年春

より着手しました新たな人事制度改革です。より柔軟性

と流動性のある働き方のもと、従業員のチャレンジやイ

ノベーションに向けた取り組みの支援が最大の目的です。

社員一人ひとりが能力を発揮できモチベーションを高く

維持できるよう、業務内容や難易度に軸をおいた客観性

の高い評価制度となっており、2023 年度から施行して

います。今後も多様な人材の活躍を推進し、事業成長へ

とつながる企業文化へと進化させていきます。

共感力を高め、社会とともに成長

　2015 年に国連で採択された SDGs（持続可能な開発目

標）は、目標達成期限まで折り返しを過ぎました。SDGs

は私たちが掲げる経営理念と目指す姿が同じであり、事

業活動を通じて、私たち自身の仕事や成果が社会にどの

ように貢献しているか常に問い続けながら取り組んでき

ました。しかしながら、誰一人取り残すことのない世界

の実現には、まだ遠く及びません。SDGsの実現には、イ

ノベーションの創出と同時に、社会の課題を「自分ごと」

として考え、対話を繰り返しながら、さまざまな価値観

や考え方を理解する共感力が不可欠ではないかと考えま

す。また、私たちは日頃から自身の活動がステークホル

ダーの皆様の共感を得られるものであるかどうか探求し

続けています。「なるほど」と感じていただける生産管理

や品質保証体制。「これは」と思われる技術や対応力。危

機や困難に直面した際に発揮される製造の現場力。どれ

もが日々現場で営んでいる活動そのものです。そこにサ

ステナビリティや SDGs の取り組みを加え、社員一人ひ

とりが当事者意識を持って課題解決に向け行動できるよ

う、一段と共感力を高めていくとともに、ステークホル

ダーの皆様との共創を深めていきます。これらの活動を

通して、社会の要請やニーズに応え、社会とともに持続

的成長を目指します。引き続き当グループへのご理解、

ご支援を賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。





立山マシン（株）では、画像認識、センシング、ナノプロセスなど

のコア技術をベースに提案から設計・開発・製造・保守に至るまで

のハードウェア＆ソフトウェアを自由に駆使できる総合技術力を生

かし一貫した「モノづくりソリューション」を提供しています。FA

ソリューション事業では、豊富な実績データに基づいた FA 技術を

駆使しお客様の生産改善をサポート。単体装置から製造ラインまで

対応しています。生産装置受託事業では、OEM / ODM を通してお

客様の信頼に応える生産体制を確立し、小型から大型装置の製造・

量産、クリーンルーム環境での高品質製造に対応しています。

＜主要製品＞
・自動車関連設備・医療関連設備・食品関連設備

・電子部品実装装置・半導体製造装置

・医療/医薬関連装置
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主な事業内容・主要製品

立山マシン（株）
産業用生産装置

（株）立山科学センサーテクノロジー
電子部品

電子部品
（株）立山科学デバイステクノロジー

（株）立山科学センサーテクノロジーでは、材料・加工・自動化技

術をベースに、安全・安心な暮らしを支える温度センサとして幅広

く提供させていただいています。サーミスタはセラミック半導体の

一種であり、特に熱に敏感な抵抗体です。中でもガラスチップサー

ミスタ（NTC サーミスタ）は互換精度に優れ、安定性、量産性を

備えており、家電・住設、医療、自動車、太陽光発電をはじめ、新

エネルギー機器など多岐にわたる産業分野で温度センサとして用い

られています。多種多様なニーズに対応するため、温度をコントロー

ルする技術の蓄積と製品ラインアップの拡充を進めています。

＜主要製品＞
・ガステーブル用センサ・IHヒーター用センサ

・給湯器用センサ・炊飯器/ポット用センサ

・HEV、車載用センサ・熱交換器用/室温用センサ

（株）立山科学デバイステクノロジーは、立山科学（株）創業より蓄
積してきた部品製造のノウハウで、厚膜・薄膜を固有技術とした高
信頼性部品の生産・販売を行っています。厚膜技術を駆使した高い
機械強度を特長とし、かつ短納期に対応することで、幅広い分野で
評価をいただいています。2007 年には、IATF16949（当時は
TS16949）の認証、宇宙航空研究開発機構（JAXA）CRK 品 QML 認
定を取得し、高品質で信頼性が高い製品の提供に努め、自動車部品
での採用をはじめ、衛星、宇宙ステーション、ロケット、補給機に
搭載の電子機器に使用されています。

＜主要製品＞
・角形チップ抵抗器・ネットワーク抵抗器
・チップサーミスタ
・静電気保護素子（ESDバリスタ）
・宇宙用部品・複合部品

立山科学（株）
ソフトウェア開発・サービス 立山科学（株）デジタルソリューション事業部では、当グループの

基幹システム構築で培ってきたシステムインテグレーション技術

で、企画、設計、開発から導入、保守までお客様への一貫したサポー

ト体制を整えています。また、ソフトウェアのみならず、機器選定、

製作、設置といったハードウェアも含めたワンストップソリュー

ションを提供しています。みまもりソリューション事業部では、高

齢化社会の課題に対応できる技術サービスの提供を基軸に「緊急通

報システム」など、センサー・機器による見守り・安否確認サービ

スを行っています。

＜主要製品・サービス＞
・ナンバープレート認識システム「認識番長」
・文書管理システム「SFS」
・360度全方位レンズ「PALNON」
・システム開発・見守りソリューション

（株）立山科学ハイテクノロジーズ
電子機器

（株）立山科学ハイテクノロジーズは、高い信頼性を要求されるセ
キュリティおよびテレメータリングの分野で、長年培った ODM に
よる無線機器開発技術と製造技術力を強みに、お客様の業種・業態
に応じたさまざまな課題解決に貢献するトータルソリューションを
提供しています。
　また、高精度温度計、温度計測、温調制御、試験装置（メルトイ
ンデクサ）の分野でも、無線機器と同様にお客様の様々なアプリケー
ションに対応可能なカスタマイズサービスを提供しています。

＜主要製品・サービス＞
・各種無線機器および応用機器の開発・製造・販売
・RFID機器を用いた位置情報をコアとしたソリューションビジネス
・基板アッセンブリ、ユニット組立
・計測・計量器の製造・販売

（株）タアフ
精密部品

（株）タアフでは、高精度の生産設備と徹底した品質管理体制のもと、
アルミ・ステンレス・鉄から鋳物まで様々な素材からロボット機器
部品、半導体・液晶機器部品、航空機部品、医療関連部品などの精
密部品の加工を行っています。一品ものから量産加工まで多品種少
量生産に対応し、お客様とのコミュニケーションを第一にコスト低
減や加工改善など、提案型のものづくりを進めてます。また、
2015 年には JISQ9100 認証を取得し、高度な品質が要求される航
空機器用機械加工部品の製造に対応しています。

＜加工事例＞
・クリーンルーム関連部品
・工作機械関連部品
・真空装置関連部品
・航空機関連部品
・医療関連部品













環境マネジメント推進体制
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　立山科学グループは、国際規格である ISO14001 に適合した環境マネジメントシステム（EMS）を構築して、主要生産

拠点があるサイト単位で EMS を運用しています。各サイトには、環境に関する責任と権限をもつサイト責任者、各事業

体には環境実務責任者を配置して、各社の事業計画に即した環境目標・環境改善活動計画を策定して活動を行っています。

その進捗状況を環境事務局で管理し、環境管理責任者が環境マネジメントシステムの活動実績および今後の対応を環境責

任者会議へ報告しています。

富山県富山市下番 14 番地
● 立山科学（株）本部工場
・デジタルソリューション事業部
・みまもりソリューション事業部
● （株）立山科学センサーテクノロジー

富山県富山市月岡町 3丁目 6番地
● （株）立山科学デバイステクノロジー
● （株）立山科学ハイテクノロジーズ

富山県富山市月岡町 3丁目 31 番地
● （株）タアフ 

富山県富山市下番 30 番地
● 立山科学（株） 
● 立山マシン（株）
● 立山総合開発（株）

内部環境監査員

環境事務局

環境責任者会議

各実務責任者 各実務責任者 各実務責任者

■ 環境マネジメント推進体制

（2023 年 12 月 1 日現在）

《環境責任者会議》

　立山科学グループの社長会の議長を経営責任者とし、

原則として年３回（環境管理責任者が必要と判断した場

合は随時）開催しています。環境責任者会議では、環境

目標や計画及びパフォーマンス状況、環境関連法規制の

順守状況等の確認を行い、その適切性・妥当性・有効性

を評価しています。また、サイト間の情報共有や重要な

環境課題への対応についても審議しています。

《環境連絡会》

　環境改善活動を推進するサイト責任者および各環境実

務責任者で、月 1 回サイトごとに開催しています。環境

連絡会議では、環境改善活動計画の進捗状況の確認や環

境に関わる情報の共有を行っています。

●  ISO14001 登録組織

環境責任者会議

環境マネジメント

立山科学グループ
経営責任者

環境管理責任者

南サイト
サイト責任者

本部サイト
サイト責任者

科学本部サイト
サイト責任者

















基本的な考え方

立山科学グループ社会・環境報告書 202317

　循環型社会の実現には 3R（廃棄物の発生抑制：Reduce、再使用：Reuse、再資源化：Recycle）の推進が不可欠です。

立山科学グループでは、限りある資源を大切に使い次世代へと受け継いでいくため、資源の有効活用に努めるとともに、

ライフサイクル全体で 3R を意識して廃棄物の発生抑制に取り組んでいます。3 つの「R」で廃棄物を限りなく少なくし、

資源循環を追求して循環型社会の形成に貢献していきたいと考えています。

　また、富山県は水資源が豊富な環境にあり、その恩恵を忘れがちですが、世界的な社会課題である水資源についても貴

重な共有資源であることを認識し、事業活動での水使用の管理を徹底して、その保全に努めていきます。

資源の有効活用

■ ライフサイクル全体における 3R 活動

水資源に関する取り組み
　立山科学グループでは、上水と地下水を使用していま

す。2022 年度の上水使用量は、前年に比べ約 4 倍とな

りました。これは立山科学本部工場の社員食堂新設によ

るもので、開設にあたっては、節水・省エネタイプの洗

浄機やセンサー付き自動水栓などの厨房機器を採用し、

水使用量の抑制を図っています。地下水については、必

要以上の水を無駄に使わないよう、毎月、揚水設備の点

検と使用量を把握し、使用量が増加していた場合は原因

を追究して対策を実施しています。冬場は消雪装置の稼

働により地下水の使用量が増加します。シーズン前には

ノズルの点検を行い、不必要な散水がないよう地下水の

保全に努めています。

■ 水使用量推移
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※集計範囲：立山科学グループ国内事業所（生産拠点+販売拠点）

※エネルギー使用量に、電力会社に売電したエネルギーは含みません

※BOD（生物化学的酸素要求量）：水質の汚濁を表す代表的な指標。汚れを分解する微生物がどのくらい水中の酸素を使ったかを指し、酸素の減った量で示します。
有機物を多く含んだ汚れた水ほどその数値が高くなります。

※COD（化学的酸素要求量）：水の汚れを示す指標。水中の汚れ（主に有機性汚濁物質）が、酸化剤によって酸化されるときに消費される酸素の量を示します。

INPUT

大気への排出大気への排出

● CO2 排出量 3,956ｔ-CO2

● PRTR 対象化学物質 1.0ｔ

水域への排出水域への排出

● 排水量

● PRTR 対象化学物質 0ｔ

79 千㎥

● BOD※

● COD※

0.1ｔ

0.2ｔ

廃棄物廃棄物

● 総排出量 535ｔ

● 再資源化量 139ｔ

● 処分量 115ｔ

● PRTR 対象化学物質 0.0ｔ

● 有価物化量 281ｔ

OUTPUT

・技術本部

・東京支社

・大阪営業所

・本部サイト

・南サイト

・科学本部サイト

・下番工場

・婦中工場

・月岡工場

・田畠工場

・草野工場

・上栄工場

・大泉工場

工場

営業所

製品開発
化学物質化学物質

● PRTR 対象化学物質 2.7ｔ

水資源

● 水使用量 80 千㎥

・上水使用量

・地下水使用量

19 千㎥

 61 千㎥

エネルギーエネルギー

● エネルギー総使用量
（原油換算）

・電気（化石燃料）

2,042 kL

・LPG

7,910 千kWh

2.5 千㎥

5,932 千kWh

・再生可能（太陽光・水力発電）

　立山科学グループ国内事業所の事業活動（研究開発・製造・販売・サービス）における資源やエネルギーの投入量、

排出量を把握し、事業活動から発生する環境負荷の全体像を明確にして環境負荷の低減に努めています。

事業活動に伴う主な環境負荷の全体像（2022 年度）

■ 環境負荷全体像



基本的な考え方
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　立山科学グループは、「品質」は経営における最も重要

な柱であり、まさしく生命だと考えています。お客様や

社会のニーズにお応えするためには、「安全」であること

に加え、企業の信頼を高め「安心」していただけること

が重要です。関連する法令を遵守することはもちろん、

常にお客様の声を聞き、

安 全、品 質、環 境、CSR

などの 活動を通して継続

的な品質の向上を図り、

お客様に満足いただける

製品・サービスの提供に

努めています。

品質の取り組み

　「品質は生命」の社是のもと、品質マネジメントシステ

ム（QMS）による各種プロセスの監視と改善活動を継続

的に実施しています。製品の企画から開発、製造、販売、

サービスにいたるまで一貫した品質保証の体制を構築し、

年度当初に品質方針・品質目標を定め、PDCA を回して

品質保証活動を展開しています。特に、製品の企画・設

品質保証活動
「品質は生命」モニュメント

計段階から品質を重視し、複数の視点で設計を審査する

デザインレビューや設計検証、潜在的故障モード影響解

析（FMEA）などの手法を用いたリスクの低減など上流で

の品質確保に努め、製造工程では QC 工程図、作業標準、

工程 FMEA などをもとに管理を行い、適切な作業環境を

維持して品質の作り込みを行っています。また、各社の

品質保証部門を中心に毎月品質検討会を開催し、製品安

全を含めた品質課題についての討議や部門間にまたがる

品質問題の解決など品質マネジメントシステムの改善に

努め、重大事故の防止と品質トラブルの低減に取り組ん

でいます。

品質教育
　お客様にご満足いただける高品質の製品・サービスを

提供し、一層の信頼をいただけるよう 従業員一人ひとり

が日頃から品質向上活

動に取り組んでいま

す。その礎となる品質

管理力の向上を目的に

基本的な品質教育から

FMEA をはじめとした

各種コアツール、小集 品質教育（入社 8 年目）

公正な調達活動の推進
　お客様に安全で高品質な製品を提供するためには、生

産に必要な資材・サービス等の購買において、お取引先

様のご協力をいただき、相互理解と連携した取り組みが

不可欠です。お取引先様の品質・価格・納期・技術力・

環境への配慮・保全への取り組みなどを総合的に判断し

て、公平で公正な評価・選定を推進しています。また、

購買業務に携わる従業員を対象に適宜、下請法（下請代

金支払遅延等防止法）に関する社内研修を実施するなど、

法令順守を徹底しています。

い の ち

品質方針

「品質は生命」をスローガンとし、顧客の信頼と満足を得る品質を提供する。

団活動など、さまざまな品質教育を継続的に実施してい

ます。今後もグループ全体で品質教育を推進し、より高

い品質の確保と安全・安心な製品・サービスの提供を支

える人材の育成に取り組んでいきます。















　立山科学グループでは、働きやすい職場環境の維持、

向上に努めています。「日常業務の効率化」「適正な労働

時間管理の定着」「有給休暇取得の促進」をテーマに仕事

とプライベートの両立をしながら、やりがいを持って働

き続けられるワークライフバランスの実現に向け活動を

進めています。

ワークライフバランスの推進

働きやすい職場環境づくり
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適正な労働時間の管理
　従業員の健康を守り安心して働ける職場環境を実現す

るため、労使が協力して長時間労働の抑制や年次有給休

暇の取得促進に取り組んでいます。

　過重労働による健康障害の防止に向け、時間外労働が

一定時間を超過しそうな従業員、またはインターバル時

間が十分に確保されていない従業員には、本人や上長に

対して注意喚起メールの自動送信を行い、必要に応じて

産業医の面談や改善指導などの対策を講じています。長

時間労働の情報は安全衛生委員会でも共有され、職場全

体で長時間労働の抑制に取り組んでいます。

　今後も従業員の意識啓発を図るとともに、業務の効率

化・合理化による生産性の向上を図り、ワークライフバ

ランスのとれた、心身ともに健康で働きやすい職場の実

現を目指していきます。

両立支援制度

■ 育児・介護支援を目的とする主な諸制度

制度名 制度の概要

育児休業制度 子が 1 歳に達するまで取得可能（一定事由に該当の場合は 2 歳に達するまで）

介護休業制度 要介護状態の家族 1 人につき、3 回を上限として、通算 93 日まで、介護休業を分割取得可能

子の看護休暇制度 小学校就学始期まで、1 年に 5 日、2 人以上の場合 1 年間に最長 10 日予防接種・健康診断・看護のために
時間単位の取得可能

介護休暇制度 要介護状態の家族 1 人につき、1 年に 5 日、2 人以上の場合 1 年間に最長 10 日介護を目的として時間単位
の取得可能

育児短時間勤務 小学校就学始期に達するまで 1 日 6 時間勤務が可能

介護短時間勤務 要介護状態の家族 1 人につき、利用開始の日から 3 年の間で 2 回までの範囲内で 6 時間勤務が可能

育児のための時差出勤制度 小学校就学始期まで時差出勤が可能

年次有給休暇の積立保存制度 失効した有給休暇を、20 日を上限に積み立てることが可能
本人の傷病、感染力が強い疾病（インフルエンザ等）、家族の介護に限り利用することができる

介護のための時差出勤制度 要介護状態の家族 1 人につき、利用開始の日から 3 年の間で 2 回までの範囲内で時差出勤が可能

産前・産後休暇出
産

育
児

介
護

産前 6 週間、産後 8 週間

29

　立山科学グループでは、出産・育児休業からスムーズに職場に復帰し、仕事と育児の両立のしやすさを目指しています。

それぞれのライフスタイルに応じて個々の能力が最大限に発揮できるよう、各種支援制度による職場環境の整備と制度を

利用しやすい環境づくりに取り組んでいます。短時間勤務については、一度フルタイム勤務をした場合の再取得も可能と

しており、変更を柔軟にすることで、段階的にフルタイムへの復帰が可能となるよう支援を行っています。 











　立山科学グループでは、従業員の健康に配慮すること

は、個人の能力を高め、業務の効率化や生産性の向上、企

業の発展につながる重要な戦略の一つであると考えていま

す。従業員一人ひとりが心身ともに健康で、働きがいが感

じられる明るい職場づくりを目指して活動を進めていま

す。

基本的な考え方
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健康経営の取り組み

やる気が生まれ
明るく活気あふれる職場づくりを目指して

立山科学グループは、「企業は人なり。人こそ最大の

経営資源であり、会社の財産である。」との観点に立

ち、企業は従業員の健康にも責任を持たなければな

らないと考えています。一人ひとりが心身ともに健康

で、個々の能力が最大限に発揮できる職場環境づくり

に、グループ一丸となって取り組みます。

2023 年10 月

健康経営宣言

重点テーマ
　健康経営の推進にあたり、

以下 4 つを重点テーマに設定

し、取り組みを進めています。

1. 健康管理の促進

2. 健康の保持・増進

3. メンタルヘルス対策

4. 働きやすい職場環境づくり

重点テーマ 取り組み項目

定期健康診断

定期健康診断検査項目の充実

有所見者のフォロー、受診勧奨

特定保険指導の実施

感染症予防対策

メンタルヘルス対策

受動喫煙対策、喫煙率の低減

ストレスチェックの実施

メンタルヘルス不調の未然防止および早期発見

メンタルヘルス不調者の職場復帰支援

働き方改革（労働時間管理、長時間労働削減、有給休暇取得率向上）

治療と仕事の両立支援

社内コミュニケーションの促進、職場の活性化

健康管理の促進

健康の保持・増進 ヘルスリテラシーの向上

働きやすい職場環境づくり

健康経営推進体制

社員

健康経営責任者
立山科学グループ経営責任者会議議長

健康経営推進責任者
総務部長

総務部
健康経営推進チーム

産業医

協会けんぽ

立山科学グループ
労働組合

安全衛生委員会

協議・連携

　総務部担当役員および健康経営推進チームが中心となり、グループの健康課題について協議を行い、産業医・協会けんぽ、

立山科学グループ労働組合と協議・連携を図りながら、健康課題解決に向けた取り組みを推進しています。





　近年、大規模な自然災害が増加しており、職場での被

害を最小限に食い止めるためには、従業員一人ひとりが

日ごろから防災意識を高め、あらゆるリスクを想定して

備えることが重要になります。

　立山科学グループでは、各拠点の地震リスクの把握を

行うとともに、工場やオフィスにおける設備や機器、オ

フィス什器の転倒・落下防止対策を行い、定期的な職場

の点検確認や安全パトロールの実施、備蓄品の確保など

災害発生時に備えた防災活動に取り組んでいます。今後

も、計画的かつ着実に対策を進め、防災に関する継続的

なレベルアップに努めていきます。

防災への取り組み
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普通救命講習
　緊急時に適切な対応を取れるよう、毎年、地元消防署

から講師を招き、新入社員や転任者 などの未経験者およ

び前回の受講から年数が経っている従業員に対して普通

救命講習会を実施しています。講習会では、心肺蘇生法

や AED （自動体外式除細動器） の使用方法を学び、人命

救助の知識と技術を習得しています。

避難・防災訓練
　立山科学グループでは、工場火災などの緊急事態に備

え、サイトごとに自衛消防隊を結成し、救護訓練、放水

訓練、消火訓練、避難訓練を計画的に実施しています。

避難訓練では、サイトおよび各工場で、地震発生後に工

場から火災が発生したと想定し、机の下に隠れるなどの

安全確保行動をとった後、工場内の火元確認、消防署へ

の通報から対策本部の設置、避難、安否確認などの総合

的な防災訓練を行っています。いざというときに従業員

が自ら安全行動がとれるよう、引き続き訓練を通して危

機対応能力の向上に努めていきます。

防災対策

普通救命講習

避難訓練

放水訓練

消火訓練 担架組立
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各種社員関連データ (2023 年 3 月末）

■ 社員数

■ 社員の平均年齢（国内）

 16.9 年

16.2 年

■ 社員の平均勤続年数（国内）

男性

女性

2018 年度

全体 16.0 年

■ 離職率（国内）

男性

女性

2018 年度

計 3.5％

3.9％

2.1％

※定年退職者除く

2022 年度

5.0％

3.4％

9.7％

 16.3 年

15.4 年

2022 年度

16.1 年

16.9 年

14.3 年

2019 年度

16.3 年

2019 年度

2.5％

2.9％

1.1％

16.2 年

15.3 年

2021 年度

16.0 年

2021 年度

1.4％

1.7％

0.7％

16.1 年

15.3 年

2020 年度

15.2 年

2020 年度

1.4％

1.7％

0.7％

海外

計

118 名 39 名 157 名

977 名   311 名 1,288 名

男性 女性 合計

国内 859 名  272 名  1,131 名

男性

女性

2018 年度

全体 44.9 歳

41.5 歳

36.9 歳

2022 年度

41.7 歳

41.7 歳

41.7 歳

2019 年度

43.0 歳

43.0 歳

43.1 歳

2021 年度

41.6 歳

41.8 歳

40.9 歳

2020 年度

41.7 歳

41.3 歳

40.8 歳

■ 新卒社員採用人数（国内）

男性

女性

計

30 名

4 名

34 名

2019 年度2018 年度

13 名

4 名

17 名

2020 年度

28 名

6 名

34 名

2023 年 4月 1日

22 名

2 名

24 名

2021 年度

27 名

9 名

36 名

2022 年度

26 名

6 名

32 名




